
小野学区連絡協議会

2021(令和 3)年 3 月 7 日(日)

10：00 ～ 11：30

小野市民センター 大会議室

次 第

開会

１ 会長挨拶 会長 岩田和彦

出席者確認

「公民館の自主運営試行」について / 振り返りと新たな情報

２ 「まちづくり協議会」の必要性 事務局 庭山純忠

３ 説明 「まちづくり協議会の設立について」 大津市市民部

４ 「まちづくり協議会設立準備会」の手順 会長 岩田和彦

５ 議案 規約(案)について 事務局

意見交換

その他 事務局

依頼事項など

閉会
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自治会役職 氏 名

(自治連合会長) 岩田 和彦

朝日１ 会 長 柴田 佳弘

副会長 橋本 衛一

副会長 吉本 丈一
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副会長 田尻 澄曠

副会長 丸山 達哉

湖青２ 会 長 永戸 久子

副会長 水野 末男

副会長 山本 有紀

水明１ 会 長 佐々木知子

副会長 坂本 久美

副会長 田中菜穂子

水明２ 会 長 戸嶋 祥浩

副会長 光谷 匡

副会長 栗原 和美

(事務局) 小倉 東一

庭山 純忠

関係団体役職 氏 名

自主防犯推進協議会会長 伊藤 彰

(同) 事務局長 和田 隆吉

北交通安全協会小野支部長 池上 龍雄

社会福祉協議会会長 高野 裕

民生委員児童委員協議会会長 渡邊 尚美

人権・生涯学習推進協議会会長 木下 順造

青少年育成学区民会議会長 細田 秀正

体育協会会長 山田 洋一

文化協会会長 新田まゆみ

小野シニアクラブ会長 新井 強介

小野学区女性会会長 濱奥 真弓
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１ 「公民館の自主運営試行」 ・ 振り返りと新たな情報

第 5回(1/17)前回会議の振り返り

①規約一部修正の上、挙手により満場一致で、4月からの試行実施、規約、役員等採択

② 4月 1日から設立準備会発足と、今後の取組について「まちづくり協議会設立までの流れ」に

基づき説明

③まちづくり協議会設立準備会規約(案)を提示

④ご意見

「まちづくり協議会」「自治連合会」「各町内自治会」との相関がどうなるのかのイメージ

図の提示をして欲しい。

公民館の自主運営試行……小野学区公民館運営委員会

・委託料について

令和３年度 ８０２，５４９円／年 （令和２年度 ７８９，８８８円／年）

・一ヶ月あたりの勤務時間について

令和３年度 ５６時間／月 （令和２年度 ６２時間／月）

・業務内容

委託業務に「コミュニティセンターの運営に向けた組織づくり」が追加

（・組織づくりに向けた検討や準備

・組織づくりに向けた情報収集や情報発信）

・従事者：採用決定、雇用契約、労働条件、業務内容確認、労災保険手続き

・

・
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２ 「まちづくり協議会の必要性」

小野学区連絡協議会（小野学区自治連合会）の現状

自治会は各地域の全分野の、関係団体は全地域の特定分野の自治活動を行っているが、組織間の

結びつきが弱く、学区一丸となっての行動力が弱い。

又、自治活動を推進する活動資金やマンパワーが不足している。

まちづくり協議会設立による定性効果

地域の自治会や関係団体が公に認められた組織（まちづくり協議会）の一員として一体的に活

動を展開する事により、

＊ 地域全般に関わる共通の問題や、複数の自治会や関係団体にまたがる共通の課題に力を

合わせて取り組むことが出来る。

例えば、

― 災害に強い街づくり

― 安全・安全で清潔な街づくり

― 住民が集える場作り（貸農園での栽培講座、収穫祭、スポーツ、文化活動や趣味

の集い等）

＊ 自治会や関係団体の個別活動からもれている課題の発見や解決が図れる。

＊ 地域の持つネットワークや人材・活動資金を十分に生かしたまちづくりが展開できる。

＊ 地域の人材や活動資金を効率的・重点的に活用できる。

＊ 多様な知識と経験を持つ人材や将来の活動を担う人材の発掘が期待出来る。

＊ 大津市からの人的・資金的支援が得られる。

まちづくり協議会設立による定量効果

＊ 自治会活動支援に従事する専任雇用者０．４人～２人 の雇用

＊ まち協活動資金７万円／年～５２万円／年 の獲得

＊ まち協設立準備金４０万円/2年間の獲得
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３ 説明 「まちづくり協議会の設立について」
説明 大津市市民部

４ 「まちづくり協議会設立準備会」の手順

（合意形成） ★まちづくり協議会の検討に向けた市からの説明

（設立準備・手続） ・令和３年４月より発足、支援補助金申請

・設立準備会規約案：構成員・役員

・今後の進め方 （スケジュール案、下記表）

・地域の現状把握と地域の目指す将来展望（アイデア）の共有フオーマットの作成

各自治会は3月中、各関係団体は総会時までに作成 事務局へ提出お願いします。

組織体 内 容 期限

ステップ１ 連絡協議会 市よりの説明会 3 月

合意形成 自治会（旧体制） 地域課題・地域資源の現状把握と将来展望（アイデア）

の共有

自治会（新体制） 上記の引継ぎ 肉付け 4 月

関係団体 地域課題・地域資源の現状把握と将来展望（アイデア）総会時に

の共有 報告

ステップ２ まちづくり協議会 4 月発足 支援補助金申請 4 月

設立準備 設立準備会 地域課題、地域資源の現状把握を集約 5 ～６月

地域の目指す将来像・方向性の検討・協議

現状と将来像のギャップを埋める解決策 8 月

（取組の検討）

現状と将来像のギャップを埋める解決策を

課題別に分類

課題別の担い手の決定（課題別専門部会） 10 月

課題別の解決策の具体的な事業計画案と

予算案の作成

まちづくり計画書案の策定 12 月

ステップ３ まちづくり協議会 ⑬～⑮ Ｒ４３月

設立手続 設立準備会
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５ 議案 規約(案)について

小野学区まちづくり協議会設立準備会規約（案）

（名称）

第１条 本会は、「小野学区まちづくり協議会設立準備会」（以下「準備会」という。）と称する。

（目的）

第２条 地域の住民や団体が主体となって、相互の連携と協働により住み良い地域にするための小野

学区まちづくり協議会を設立することを目的とする。

（構成員）

第３条 構成員は次のとおりとする（別表）。

（１）小野学区自治連合会長 １名

（２）小野学区の各自治会長 ６名

（３）小野学区を活動の拠点とする団体の代表 約１０名

（４）会長が推薦する小野学区在住の有識者 若干名

（事務所）

第４条 事務所は会長宅に置く。

（事業）

第５条 第２条の目的を達成するため、次の事務を行う。

（１）小野学区まちづくり協議会の組織構成、運営体制、会則等に関すること

（２）小野学区まちづくり協議会設立までのスケジュールに関すること

（３）まちづくり計画書の策定に関すること

（４）「公民館運営委員会」の運営に関すること(規約は別に定める)

（５）その他目的を達成するために必要なこと

（役員）

第６条 次の役員を置く。

（１）会長 １名

（２）副会長 若干名

（３）会計 １名

（役員の任務）

第７条 役員の任務は次のとおりとする。

（１）会長は、会を代表し、会務を統括し、会議を招集して議長となる。

（２）副会長は、会長を補佐する。会長に事故のあるときは、あらかじめ協議し決定した順位

に従ってその職務を代行する。

（３）会計は、会の運営に伴う出納経理事務を担当する。

（役員の任期）

第８条 役員の任期は、小野学区まちづくり協議会が設立されるまでとする。

（事務局）

第９条 本会に事務局を置くことが出来る。

（１）事務局員は、会長の推薦により、構成員の承認をえなければならない。

（２）事務局員は、会長の業務を補佐し、準備会の円滑な運営のための準備する。
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（３）事務局員は、すべての会議に出席して発言できる。ただし、議決権は持たない。

（４）任期は 1年とし、再任を妨げない。

（会計監査）

第 10 条 準備会に会計監査を置く。

（１）会計監査は２名とし、構成員以外の小野学区住民より選出する。

（２）会計監査は準備会の会計監査事務を担当する。

（３）任期は 1年とし、再任を妨げない。

（会議の招集）

第 11 条 会議は、会長が必要と認めるときに開催する。ただし、構成員の過半数の請求があった場

合、会長は速やかに会議を招集しなければならない。

（定足数等）

第 12 条 会議は、構成員の過半数の出席により成立し、会議の議事は、出席者の過半数によって決

する。

（構成員以外の出席）

第 12 条 会長は、本会の目的を達成するのに必要な人物を招請して意見を求めることができる。ま

た第 10 条（3）に従い、事務局員はすべての会議に出席するものとする。

（経費）

第 13 条 準備会の経費は、小野学区自治連合会補助金、交付金、寄付金などの収入をもって充てる。

（会計年度）

第 14 条 準備会の会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。

（会計帳簿の整備）

第 15 条 準備会は収支に関する帳簿を整備する。

（監査と報告）

第 16 条 会計監査は、会計年度終了後に会計監査を行い、準備会に報告する。

（情報の公開）

第 17 条 準備会の会議録及び会計帳簿については原則として公開する。

（個人情報の保護）

第 18 条 準備会が活動を推進するため必要とする個人情報の取得、利用、提供、および管理につい

ては、別に「個人情報取扱規程」を定め、適正に運用するものとする。

（雑則）

第 19 条 この会則に定めるもののほか、準備会の運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。

附則

この会則は、令和３年４月１日から施行し、小野学区まちづくり協議会の設立により、その効力を

失う。

付

個人情報取扱規程（案）

（目的）

第１条 この規程は、個人情報が慎重に取り扱われるべきものであることに基づき、本会が保有する

個人情報の適正な取扱いに関する事項を定めることによって、事業の円滑な運営を図り、個人



- 9 -

の権利利益を保護することを目的とする。

（責務）

第２条 本会は、個人情報保護に関する法令等を遵守するとともに、各種活動において個人情報の保

護に努めるものとする。

（周知）

第３条 本会は、この個人情報取扱規程を、総会資料又は回覧により、少なくとも毎年１回は構成員

に周知するものとする。

（個人情報の取得）

第４条 本会は、構成員又は構成員になろうとするものから届出により、個人情報を取得するものと

する。

２ 本会が構成員から取得する個人情報は、構成員名簿作成に必要な、氏名、住所、電話番号の

ほか、会の運営や活動に必要な項目で、構成員が同意する事項とする。

（同意の取消し）

第５条 構成員は、前条に基づき取得に同意した場合であっても、その後の事情により個別の項目又

は全ての項目について同意を取消すことができる。

２ 前条の申し出があった場合、ただちに該当する個人情報を廃棄、又は削除しなければならな

い。ただし、構成員名簿としてすでに構成員に配布しているものに対しては削除の連絡をする

ことでこれに替えることができる。

（利用）

第６条 本会が保有する個人情報は、次の目的に沿った利用を行うものとする。

（１）構成員名簿の作成

（２）会議等の開催、専門部会等の活動、構成員管理、その他文書の送付など

（３）その他、会の目的を達成するために必要な活動

（管理）

第７条 収集した個人情報は、会長又は会長が指定する役員が保管するものとし、適正に管理する。

２ 構成員は、配布を受けた個々の構成員が適正に管理する。

３ 不要となった個人情報は、適正かつ速やかに廃棄するものとする。

（提供）

第８条 個人情報は、次に掲げる場合を除き、あらかじめ本人の同意を得ないで第三者に提供しない。

（１）法令に基づく場合

（２）人の生命、身体又は財産の保護のために必要な場合

（３）国の機関若しくは県、市又はその委託を受けた者が、法令の定める事務を遂行することに

対し、協力する必要がある場合

（４）その他、会長が必要と求める場合

附則

この会則は、令和３年４月１日から施行する。
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小野学区公民館運営委員会規約

（名称）

第１条 本会は、「小野学区公民館運営委員会」（以下「委員会」という）と称する。

（目的）

第２条 委員会は、公民館のコミュニティセンター化にともなう業務を円滑に進め、かつ地域が主体

的に管理することによって地域の交流や生涯学習などを推進することを目的とする。

（事業）

第３条 委員会は前条の目的を達成するため、次の事業を行う。

（１）公民館の運営及び管理業務に関する事業

（２）地域の交流や生涯学習などを推進するために必要な事業

（委員）

第４条 構成員は次のとおりとする。（別表）

（１）小野学区自治連合会長 １名

（２）小野学区の各自治会長 ６名

（３）小野学区を活動の拠点とする団体の代表 約１０名

（４）会長が推薦する小野学区在住の有識者 若干名

（事務所）

第５条 委員会の事務所は委員長宅に置く。

（役員）

第６条 委員会に次の役員を置く。

（１）委員長 １名

（２）副委員長 若干名

（３）会計 １名

２ 役員は委員の互選により選任する。

（役員の任務）

第７条 役員の任務は次のとおりとする。

（１）委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。

（２）副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故のあるときは、その職務を代行する。

（３）会計は、委員会の運営及び活動に伴う出納経理事務を担当する。

（役員の任期）

第８条 役員の任期は１年とする。ただし、再任を妨げない。また、補欠選出の役員任期は、前任者

の残任期間とする。

（事務局）

第９条 本会に事務局を置くことができる。

（１）事務局員は、委員長の推薦により、委員会の承認をえなければならない。

（２）事務局員は委員長とともに協議して、委員会の円滑な運営のための準備をする。

（３）事務局員は、委員会に出席して発言できる。ただし、議決権は持たない。

（４）任期は 1年とし、再任を妨げない。

（会計監査）

第 10 条 委員会に会計監査を置く。
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（１）会計監査は２名とし、委員以外の小野学区住民より選出する。

（２）会計監査は委員会の会計監査事務を担当する。

（３）任期は 1年とし、再任を妨げない。ただし、連続３年を越えることはできない。

（会議）

第 11 条 委員会は必要に応じで委員長が招集し、委員長がその議長となる。

２ 会議は委員の過半数の出席をもって成立し、議決は出席者の過半数によってこれを決し、

可否同数のときは、議長の決するところによる。

３ 会議は、次の各号に掲げる事項を決定する。

（１）予算・決算に関する事項

（２）事業計画及び事業実施に関する事項

（３）規約の制定又は改廃等に関する事項

（４）その他委員会の運営に関し必要と認められる事項

（会計）委託料

第 12 条 委員会の経費は、委託料と事務管理費をもって充てる。

２ 委員会の会計年度は、毎年 4月 1 目から翌年 3 月 31 日までとする。

（監査と報告）

第 13 条 会計監査は、会計年度終了後に会計監査を行い、委員会に報告する。

（個人情報の保護）

第 14 条 委員会が活動を推進するため必要とする個人情報の取得、利用、提供、および管理につい

ては、別に「個人情報取扱特記事項」を定め、適正に運用するものとする。

（雜則）

第 15 条 この規約に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、会議で協議のうえ別に

定める。

附則

１ この規約は、令和３年４月１日から施行する。

２ 役員の設立初年度の任期は、第８条の規定にかかわらず、就任した日から令和４年３月 31

日までとする。

３ 委員会の設立初年度の会計年度は、第１２条の規定にかかわらず、設立した日から令和４年

３月３１日までとする。

付

個人情報取扱特記事項（案）

(基本的事項)

第１ 乙は、個人情報（個人に関する情報であって、特定の個人を識別することができるもの。以下

同じ）の保護の重要性を認識し、この契約による事務の実施に当たっては、個人の権利利益を侵

害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わなければならない。

(秘密の保持)

第２ 乙は、この契約による事務に関して知り得た固人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目

的に使用してはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。

(取得の制限)



- 12 -

第３ 乙は、この契約による事務を行うために個人情報を取得しようとするときは、その事務の目的

を明確にし、当該目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ適正な手段により取得しなけ

ればならない。

(適正管理)

第４ 乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報にっいて、漏えい、減失又はき損の防止

その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。

(廃棄)

第５ 乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報にっいて、保有する必要がなくなったと

きは、確実かつ速やかに廃棄し、又は消去しなければならない。

(目的外利用及び提供の禁止)

第６ 乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報を、契約の目的以外の目的のために利用

し、又は第三者に提供してはならない。ただし、甲の指示がある場合は、この限りでない。

(複写又は複製の禁止)

第７ 乙は、この契約による事務を行うため甲から提供を受けた個人情報が記録された資料等を複写

し、 又は複製してはならない。 ただし、甲が承諾したときは、この限りでない。

(再委託の禁止)

第８ 乙は、この契約による個人情報を取扱う事務の全部又は一部を、第三者に委託してはならない。

ただし、甲が承諾したときは、この限りでない。

２ 前項ただし書の規定により、第三者に委託する場合にあっては、乙は、受託者に対し、当該委

託で取扱う個人情報の安全管理が図れるよう、必要かつ適切な措置を講じな-ければならない。

(資料等の返還)

第９ 乙は、この契約による事務を行うため甲から提供を受け、又は乙自らが取得し、もしくは作成

した個人情報が記録された資料等は、この契約の終了後直ちに甲に返還し、又は引き渡すものと

する。ただし、甲が別に指示したときは、その指示に従うものとする。

(従事者への周知等)

第 10 乙は、この契約による事務に従事している者に対し、在職中及び退職後においても当該事務に

関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないこと等、

個人情報の保護に関し必要な事項を周知し、及び遵守させなければならない。

(調査)

第 11 甲は、乙がこの契約による事務を行うに当たり、取扱っている個人情報の状況について、定期

に又は随時に調査することができる。

(指示及び報告)

第 12 甲は、乙がこの契約による事務に関して取扱う個人情報の適切な管理を確保するため、乙に対

して、必要な指示を行い、又は必要な事項の報告もしくは資料の提出を求めることができる。

(事故報告)

第 13 乙は、この契約に違反する事態が生じ、又は生じるおそれのあることを知つたときは、速やか

に甲に報告し、甲の指示に従うものとする。

注 １, 「甲」は委託者である大津市(実施機関) を、「乙」は受託者をいう。

２, 委託等の内容にあわせて、適宜必要な事項を追加し、また不要な事項を削除することができる。


